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（単位：千円）

国県支出金 地方債 その他

1,587,006 5,284,000 2,264,852 15,327,046

（単位：千円）

国県支出金 地方債 その他

2,559,073 4,531,000 2,297,629 14,729,029

（単位：千円）

国県支出金 地方債 その他

△ 972,067 753,000 △ 32,777一般会計

一般会計

区分

24,116,7319,387,702

歳　　出

差 引 増 減　（令和７年度予算額：Ａ） － （令和６年度予算額：Ｂ）

歳　　入

財　　　　源　　　　内　　　　訳

特　　定　　財　　源
一般財源

598,017△ 251,844 346,173

区分

１．市民局所管予算案

（１）総括

区分

一般会計 9,135,858 24,462,904

令　和　６　年　度　　　　予　　　　算　　　　額　　　(Ｂ)

歳　　入 歳　　出

財　　　　源　　　　内　　　　訳

一般財源
特　　定　　財　　源

特　　定　　財　　源

令　和　７　年　度　　　　予　　　　算　　　　額　　　(Ａ)

一般財源

財　　　　源　　　　内　　　　訳

歳　　入 歳　　出
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（２）一般会計（歳入）

令和７年度 令和６年度

予　　算　　額 予　　算　　額

（Ａ） （Ｂ）

（１８） 使 用 料 及 び 手 数 料 1,224,161      1,171,407      

 １　使 用 料 653,493        647,698        

 ２　手 数 料 570,668        523,709        

（１９） 国 庫 支 出 金 1,569,273      2,535,805      

 ２　国 庫 補 助 金 1,550,755      2,515,282      

 ３　委 託 金 18,518 20,523 

（２０） 県　支　出　金 17,733 23,268 

 ２　県 補 助 金 16,120 21,645 

 ３　委 託 金 1,613 1,623 

（２１） 財　産　収　入 581,434        541,672        

 １　財 産 運 用 収 入 152,863        112,601        

 ２　財 産 売 払 収 入 428,571        429,071        

（２２） 寄　　附　　金 37,048 24,159 

 １　寄  附  金 37,048 24,159 

款 ・ 項 

千円 千円 
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差　引　増　減 対前年度

（Ａ）－（Ｂ） 伸　率

（Ｃ） （Ｃ）／（Ｂ）

千円

52,754         4.5

5,795 0.9

46,959         9.0

△966,532 △ 38.1

番号制度関係補助金の減 △ 931,390

△964,527 △ 38.3 地球温暖化対策費補助金の減 △ 243,398
社会教育施設整備費補助金の増 251,000

△2,005 △ 9.8

△5,535 △ 23.8

△5,525 △ 25.5

△10 △ 0.6

39,762         7.3

40,262         35.8

△500 △ 0.1

12,889         53.4

12,889         53.4

主　な　増　減　内　容

千円 ％　
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令和７年度 令和６年度

予　　算　　額 予　　算　　額

（Ａ） （Ｂ）

款 ・ 項 

（２３） 繰　　入　　金 15,532          7,425            

 ４　スポーツ振興基金繰入金 7,000            -                 

 ５　NPO活動支援基金繰入金 8,532            7,425            

（２５） 諸　　収　　入 406,677        552,966        

 ２　保 険 料 収 入 198,640        186,312        

 ４　貸 付 金 元 利 収 入 800              800              

 ５　預 託 金 元 利 収 入 1,174            1,310            

 ７　弁　償　金 12               12               

10　受 託 事 業 収 入 813              1,466            

12  雑　　　 入 205,238        363,066        

（２６） 市　　　　　債 5,284,000      4,531,000      

 １　市　　　債 5,284,000      4,531,000      

9,135,858      9,387,702      合　　　計

千円 千円 
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差　引　増　減 対前年度

（Ａ）－（Ｂ） 伸　率

（Ｃ） （Ｃ）／（Ｂ）

主　な　増　減　内　容

％ 千円

8,107           109.2

7,000           皆増

1,107           14.9

△146,289    △ 26.5

12,328         6.6

-                0.0

△136          △ 10.4

-                0.0

△653          △ 44.5

合同庁舎管理費負担金の減 △ 167,189

△157,828    △ 43.5

753,000       16.6

市民センター施設整備に係る起債の増 1,131,000

753,000       16.6 防災対策事業に係る起債の増 465,000
区庁舎耐震対策に係る起債の減 △ 635,000

△251,844    △ 2.7

千円 
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令和７年度 令和６年度

予　　算　　額 予　　算　　額

（Ａ） （Ｂ）

千円 千円 

（２） 総　務　費 24,462,904       24,116,731       

 １　総務管理費 20,280,616       18,588,925       

 ３　戸籍住民基本台帳費 4,180,866        5,526,374        

 ５　統計調査費 1,422              1,432              

24,462,904       24,116,731       

 （３）一般会計（歳出）

款 ・ 項 

合　　　　　計
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差　引　増　減 対前年度

（Ａ）－（Ｂ） 伸　率

（Ｃ） （Ｃ）／（Ｂ）

千円 ％ 千円

346,173       1.4

市民センター施設整備に係る経費の増 1,787,854

1,691,691     9.1 スポーツ施設整備等に係る経費の増 670,492

区庁舎耐震対策等に係る経費の減 △ 1,210,547

戸籍、住民基本台帳等事務経費の減 △ 1,527,727

△1,345,508 △ 24.3

△10           △ 0.7

346,173       1.4

主　な　増　減　内　容
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千円 

令 和 ８ 年 度 661,395                

令 和 ８ 年 度 89,825                 

令 和 ８ 年 度 423,382                

令 和 ８ 年 度 19,778                 

令 和 ８ 年 度 614,261                

令 和 ８ 年 度 2,798,831              

令 和 ８ 年 度

及　び 1,726,602              

令 和 ９ 年 度

令 和 ８ 年 度 か ら

令 和 10 年 度 ま で

令 和 ８ 年 度 か ら

令 和 10 年 度 ま で

市 民 課 業 務 委 託

住 民 票 等 郵 送 請 求 セ ン タ ー
運 営 業 務 委 託

西 体 育 館 改 修 工 事

公 民 館 等 施 設 改 良

公 民 館 改 築 等 工 事

中 央 市 民 セ ン タ ー
大 規 模 改 修 工 事

防 災 無 線 の 更 新 整 備

一
般
会
計

（４）債務負担行為

会
計
名

事          項 期     間 限　度　額

 総額414,520千円を限度と
する事業費及び物価変動に
よる増減額並びにこれに対
する消費税及び地方消費税
の合計額相当額

 総額370,130千円を限度と
する事業費及び物価変動に
よる増減額並びにこれに対
する消費税及び地方消費税
の合計額相当額

今 宿 野 外 活 動 セ ン タ ー
リ ニ ュ ー ア ル 事 業

中央体育館受変電設備新設工事
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国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他
千円 千円 千円 千円

-              496,000        -              165,395

-              67,000         -              22,825

-              311,000        -              112,382

-              14,000         -              5,778

-              469,000        -              145,261

831,000        1,701,000      -              266,831

-              1,294,000      -              432,602

-              -              -              

-              -              -              

 総額370,130千円を限度と
する事業費及び物価変動に
よる増減額並びにこれに対
する消費税及び地方消費税
の合計額相当額

左  の  財  源  内  訳

特  定  財  源 一般財源又は
 当該事業財源

 総額414,520千円を限度と
する事業費及び物価変動に
よる増減額並びにこれに対
する消費税及び地方消費税
の合計額相当額
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（５）令和７年度市民局重要施策 
 

上段 令和７年度予算額 

（下段 令和６年度予算額） 

★：新規   ☆：拡充 

１．災害に強いまちづくり 
 

 ア 防災・危機管理体制の強化 
   

近年、激甚化、頻発化している自然災害に備え、「福岡市地域防災計画」の全面的な

見直し、防災関係機関との連携による全庁的な震災対処訓練の実施など、防災・危機管

理体制の強化を図るとともに、災害時の電力確保として、区庁舎における非常用電源の

整備等の停電対策を推進する。 

また、新たな土砂災害警戒区域の指定に伴うハザードマップの更新など、避難支援対

策の充実・強化を図る。 

 

 

主な事業 

事業名 
予算額 

（千円） 

事  業  内  容 

これまでの取組み ７年度の主な取組み 

防災・危機管理

体制の強化 
357,341 

防災関係機関と連携した全庁

的な震災対処訓練を実施した。 
災害時の避難を支援する防災

アプリの機能改修を行った。 
区庁舎における非常用電源整

備の工事を行っている。 

★災害対策の実効性をさらに

高めるため、地域防災計画の

全面的な見直しに着手 
☆訓練内容や規模を拡充し、防

災関係機関と連携した全庁

的な震災対処訓練の実施 
○災害時に企業等の人材や物

資等を有効活用するための

応援協定の締結 
○防災無線の更新整備 
○区庁舎における非常用電源

の整備（全区完了予定） 
 

避難支援対策の 

充実・強化 
169,342 

県による新たな土砂災害警戒

区域の指定に向けた調査につい

て、校区別マップの作成など、

市民へリスク周知を行った。 
令和６年能登半島地震を踏ま

えた公的備蓄の拡充を行った。 

☆県の区域指定の追加を踏ま

えた土砂災害ハザードマッ

プの更新 
☆備蓄食料等の更新や避難所

の環境改善に向けた資機材

の追加等 
 

 

（ 

721,804 千円 
669,434 千円 

 
）
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イ 地域防災力の向上 
  

避難行動要支援者の個別避難計画の作成推進や、防災アプリの利用促進など、適切な避

難行動につながる取組みを進める。 

また、避難所における温かい食事の提供や清潔なトイレの確保など被災者に優しい環

境の整備に取り組む。 

さらに、地域の自主防災活動を促進するため、避難所運営訓練や自治会・町内会におけ

る避難支援体制づくりなど、地域が主体となった取組みを支援するとともに、防災講習の

開催や学校における防災教育の推進等により、防災知識の普及や防災意識の高揚を図る。 

 

 

 

主な事業 

事業名 
予算額 

（千円） 

事  業  内  容 

これまでの取組み ７年度の主な取組み 

地域防災力の

向上 
391,283 

避難行動要支援者名簿を地域

に提供するとともに、福祉事業

者と連携した個別避難計画の作

成や、地域における個別避難計

画の作成を目的としたワーク

ショップの実施のほか、インク

ルーシブ防災訓練を実施した。 
防災アプリ「ツナガル＋」の

利用促進に取り組むなど、適切

な避難行動につながる取組みを

進めた。 
避難所運営ワークショップや

出前講座の開催など、地域が主

体となった取組みを支援してい

る。 
地域の防災リーダーや避難所

運営のエキスパートの育成を図

るとともに、学校における防災

教育の推進に取り組んでいる。 
家庭や企業における備蓄啓発

のための取組みや帰宅困難者対

策を推進している。 

★コーディネーターを活用した

個別避難計画の作成支援 
○福祉事業者と連携した個別避

難計画の作成 
○個別避難計画作成ワーク

ショップの実施 
〇インクルーシブ防災訓練の実

施支援 
☆ツナガル＋の利用拡大に向け

たインセンティブ付キャン

ペーンの実施 
★避難所における T（トイレ）・K

（キッチン）・B（ベッド）の

環境の改善 

○避難所運営ワークショップの

実施 
○出前講座の開催 
○防災リーダー養成講座の開催 
○学校における防災教育の推進 
○備蓄促進ウィークにおける家

庭内備蓄・企業備蓄の啓発 
○企業との共働による帰宅困難

者対策の推進 
 

 

（ 

391,283 千円 
40,291 千円 

 
）
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２．安全で安心して暮らせるまちづくり 
 
ア 防犯対策の強化及び暴力追放の推進 
 
犯罪のない安全で住みよいまちづくりの実現に向け、市民等が防犯意識を向上させ、

地域防犯活動に取り組むことができるよう、必要な支援や情報提供を含め、防犯施策を

推進する。 

また、暴力団等による民事介入・行政対象暴力の排除に向け、関係機関等と連携して

暴力追放を推進する。 

 

 

主な事業 

事業名 
予算額 

（千円） 

事  業  内  容 

これまでの取組み ７年度の主な取組み 

犯罪のない安全

で住みよいまち

づくり推進 

17,846 

小学生を対象に位置情報が記

録される端末機の無料配付によ

る子どもの見守りを行った。 
「福岡市 LINE 公式アカウン

ト」を活用し防犯情報を配信し

た。 
更生保護活動功労者表彰を実

施した。 

○IoT を活用した子ども見守り

の実施 
○「福岡市 LINE 公式アカウン

ト」を活用した防犯情報の配

信 
○更生保護活動功労者表彰の実

施 

地域防犯力強化 28,100 

地域の防犯パトロールカー活

動への支援や出前講座を実施し

た。 
大学と連携し、学生向けに防

犯意識向上の啓発を行った。 

○地域防犯パトロールカー活動

への支援 
〇出前講座の実施 
☆防犯意識向上の広報啓発 

街頭防犯カメラ 

設置補助 
81,448 

地域における犯罪の抑止効果

が期待できる街頭防犯カメラを

普及促進するため、設置費用等

の一部を助成するとともに賠償

責任保険に加入した。 

☆自治協議会等への街頭防犯

カメラ設置工事費用の一部

助成及び賠償責任保険の加入 
☆申請から設置・助成までの期

間を短縮 
 

繁華街対策 27,237 

客引き対策指導員による巡

回指導や地域・警察・行政が一体

となった合同パトロール等を

実施している。 

○客引き対策指導員による巡

回指導の実施 
○防犯カメラやスピーカーを活

用した悪質・迷惑な客引き対

策 

暴力追放 18,464 

暴力追放相談センターにおい

て、民事介入暴力に関する相談

対応、行政対象暴力に関する助

言及び不当要求防止研修を実施

している。 

○暴力追放相談センターにおけ

る民事介入暴力に関する相談

対応、行政対象暴力に関する

助言、不当要求防止研修の実

施 

 

（ 

173,595千円 
152,111 千円 

 
）
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イ 交通安全対策及びモラル・マナーの向上 
  

交通事故のない安全で安心なまち福岡を目指し、飲酒運転の撲滅をはじめとした、交通

安全の取組みを推進するとともに交通安全意識の高揚を図る。 

また、人に優しく安全で快適なまち福岡を目指し、市民や事業者と連携して、モラル・

マナー向上に取り組む。 

 

 

主な事業 

事業名 
予算額 

（千円） 

事  業  内  容 

これまでの取組み ７年度の主な取組み 

交通安全教育 

及び啓発 
21,601 

小学１年生に黄色い帽子、ラ

ンドセルカバーを配付した。 
世代に応じた交通安全教育を

実施するとともに、四季の交通

安全運動において広報啓発を

行っている。 

○小学１年生に黄色い帽子、 
ランドセルカバーの配付 

○子どもから高齢者まで世代

に応じた交通安全教育の実

施 
○交通ルールの広報啓発 

自転車安全利用

の推進 
9,274 

自転車利用者の交通ルール遵

守・マナー向上に向け、出前講座

や体験型自転車教室など、自転車

安全利用の指導・啓発に取り組ん

でいる。 

○自転車安全利用啓発の実施 
○小・中学校及び高校におけ

る自転車教室の開催 

飲酒運転撲滅 

対策 
2,150 

 飲酒運転の撲滅（ゼロ）を目

指し、市民や事業者等と連携し飲

酒運転撲滅に向けた啓発に取り組

んでいる。 

○飲酒運転撲滅の誓いや生命 
のメッセージ展の開催 

モラル･マナー 

向上市民啓発 
65,705 

モラル・マナー推進指導員によ

る自転車の安全利用、歩行喫煙・

迷惑駐車の防止に関する指導啓

発等を実施している。 
また、モラル・マナー向上市

民運動など、広報啓発に取り組

んでいる。 

○モラル・マナー推進指導員に

よる自転車の安全利用、歩行

喫煙・迷惑駐車の防止の指導

啓発を実施 
○モラル・マナー向上市民運動

の実施 
☆路上喫煙防止の広報啓発 
 

 

（ 

98,730 千円 
103,312千円 

 
）
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ウ 消費者対策 
   

「福岡市消費者教育推進計画」に基づき、若年者や高齢者、障がい者等の消費者ト

ラブルの未然防止を図るため、悪質商法の手口や対処法を情報提供するなど、消費者

に対する啓発事業の強化に努めるとともに、教育委員会と連携した消費者教育講座を

開催するなど、消費者教育を推進する。 

また、消費生活相談や「福岡市消費生活条例」に基づく事業者指導等を行い、消費

者被害の防止・救済に努める。 

 

 

主な事業 

事業名 
予算額 

（千円） 

事  業  内  容 

これまでの取組み ７年度の主な取組み 

消費者教育・啓発 23,748 

消費者トラブルの未然・拡大

防止のために、出前講座など市

民向け講座を開催するととも

に、消費生活サポーターによる

消費生活情報の提供など、消費

者に対する教育・啓発を行って

いる。 

○若年者への消費者教育講座及

び重点的な啓発の実施 
○高齢者、障がい者への消費者

教育講座の実施 
○中学校、高等学校における 

消費者教育講座の実施 
○消費生活サポーター事業に

よる高齢者等見守りの推進 
 

消費者相談・ 

事業者指導 56,678 

商品やサービスの契約等に

関する消費生活相談において、

助言やあっせんを行い、消費者

被害の未然防止及び救済を

図っている。 
また、消費生活条例に基づく

事業者指導等を実施している。 
 

○消費生活相談の実施 
○相談・苦情をもとに迅速・適

正な事業者への指導の実施 
 

 

（ 

105,788千円 
103,837千円 

 
）
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３．コミュニティづくりの支援 

 

ア 住民主体のコミュニティづくりの支援 

 

自治協議会や自治会・町内会が行う地域活動を支援することにより、「共創」による持

続可能な地域コミュニティづくりを推進する。 

また、コミュニティ活動の拠点である公民館の整備や活用促進に向けた取組みを進める

とともに、多様な主体の連携促進や地域活動の担い手の育成、自治会・町内会に対する集

会施設補助金の拡充に取り組む。 

 

（ 

1,567,866 千円 

1,468,995 千円 
 
）

主な事業 

事業名 
予算額 

（千円） 

事  業  内  容 

これまでの取組み ７年度の主な取組み 

コミュニティ 

活動支援 
601,469 

自治協議会共創補助金につい

て、令和４年度に使途（まちづく

り基本事業等）を柔軟化し、令和

６年度に拡充した。 
また、自治会・町内会が行う幅

広い活動を支援するため、令和４

年度に町内会活動支援事業補助

金を創設した。 

○自治協議会が行う住民主体の

コミュニティづくりの支援 
 ・共創自治協議会事業 
○自治会・町内会が行う地域の活

性化や課題解決のための活動

への助成 
 ・町内会活動支援事業 

コミュニティ活動

の環境づくり 
44,090 

地域活動に取り組む企業等の

普及拡大を図るなど、企業や商店

街、ＮＰＯ、学校などと地域をつ

なぐ「共創」の取組みを推進した。 
また、自治に関する市民啓発と

コミュニティの魅力向上に向け

た取組み、市民が安心してコミュ

ニティ活動を行うための保険制

度等を実施している。 

○地域活動の専門家派遣等によ

る共創の取組みの推進 
○地域活動の意義や役割、魅力な

どを発信 
・地域コミュニティサイトの運営 
・“共創”自治協議会サミット 

の開催 
★若者の地域活動への参加促進

に向けた取組み 
・学生による地域活動のＰＲ 
・デジタル媒体を活用した情報 

発信への支援 
○市民活動保険制度 

コミュニティ活動

の場づくり 
42,021 

地域コミュニティの形成・発展を

担う自治会・町内会の活動拠点で

ある地域集会施設の新築等への

助成等を行っている。 

☆地域集会施設補助金の拡充 

コミュニティと

連携した業務の

推進 

151,867 

 自治協議会や自治会・町内会等

と連携して、市政だより等の広報

物の配布業務を実施している。 

○広報物配布業務 
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事業名 
予算額 

（千円） 

事  業  内  容 

これまでの取組み ７年度の主な取組み 

公民館主催事業

(担い手づくり等) 
39,504 

公民館において、ロビー機

能や図書を活用した事業を行

うなど、地域住民の活動と交

流の拠点としての公民館の活

用促進を図るとともに、学校、

地域と連携し子どもの健全育

成事業の充実を図っている。 

〇公民館による地域活動の担い

手の育成やスマートフォンの 

使い方講座などを実施 

★公民館利用者のすそ野拡大に

向けたモデル事業の実施 

・住民が参加したくなる事業

の横展開に向けた検討 

・公民館の場を活用した各局 

区の行政サービスへの支援 

☆デジタル複合機などのデジタ

ル技術の活用による公民館業

務の効率化等 

公民館整備 605,701 

地域における生涯学習と 
コミュニティ活動の拠点施設

である公民館を新築移転する

とともに、規模を 150 坪に拡

大する改築を計画的に実施

し、施設面での機能充実を

図っている。 

○公民館の新築移転 
・建設１館（照葉北） 

○公民館の規模を拡大する改築 
・建設２館（千早、内野） 

 
 
イ 市民公益活動の推進 
 

市民公益活動への自主的、自発的な参加に向け、ＮＰＯ・ボランティア交流センター

を拠点とした情報発信や相談支援等を推進する。 

また、ＮＰＯが新たな公共の担い手として活動できるよう助成等の支援に取り組む。 

 

 

主な事業 

事業名 
予算額 

（千円） 

事  業  内  容 

これまでの取組み ７年度の主な取組み 

ＮＰＯ・ボランティア

交流センターの 

管理運営等 

77,066 

 ＮＰＯ・ボランティア交流

センターを拠点とし、市民公益

活動に関する情報の提供・交流

の場としての機能を強化する

とともに、相談対応や講座・交

流会等を実施し、ＮＰＯやボ

ランティアなどの活動を支援し

ている。 

○ＮＰＯ・ボランティア交流

センターにおける情報・交流

の場の提供 
○ＮＰＯ・ボランティアに関する

相談対応、講座・交流会等の

実施 

 

（ 

113,631 千円 

107,197千円 
 
）

16



 

事業名 
予算額 

（千円） 

事  業  内  容 

これまでの取組み ７年度の主な取組み 

ＮＰＯ・ボランティア

活動支援 
20,940 

 ＮＰＯ活動支援基金を活用

してＮＰＯの公益的な活動へ

助成を行っている。 
また、ＮＰＯ等と市の共働に

取り組むなど、多様な主体による

共働を推進している。 

○ＮＰＯ活動支援基金を活用

したＮＰＯ活動への補助金

助成 
○市民公益活動の担い手の発

掘・育成等の実施 
○共働事業の相談等の支援 

ＮＰＯ法人認証・ 

認定業務 
14,218 

情報提供・相談対応などきめ

細かな支援により、適正かつ円滑

な認証・認定業務を実施してい

る。 

○ＮＰＯ法人認証・認定業務 
○ＮＰＯ法人の運営基盤強化

のための専門相談・セミナー

等の実施 

 

 

 

ウ 市民センターの大規模改修等 
 

中央市民センターについて、令和９年度のリニューアルオープンを目指し、大規模

改修の取組みを進める。 

また、南地域交流センター（仮称）の整備に向け、基本構想・基本計画の検討を進

める。 

 

 

 

主な事業 

事業名 
予算額 

（千円） 

事  業  内  容 

これまでの取組み ７年度の主な取組み 

中央市民 

センター 

大規模改修事業 

856,046 

 中央市民センターについて、

改修基本計画に基づき、基本・

実施設計を行った。 

☆改修工事に着手 

南地域交流 

センター（仮称）

の検討 

59,515 

 南地域交流センター（仮称）

に導入する基本的な機能や整

備候補地の選定など、基本構想

の策定に向けた検討を行った。 

☆整備候補地の造成にかかる

測量や地盤調査等の実施、基

本構想・基本計画の検討 

 

（ 

915,561千円 

112,382 千円 
 
）
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４．区行政の推進 
 

ア 区の特性を活かしたまちづくりの推進 
 

市民に最も身近な総合行政機関である区役所において、市民や地域の多様なニーズに対

応した事業を企画・実施し、区の特性を活かしたまちづくりを進める。 

 

 

主な事業 

事業名 
予算額 

（千円） 

事  業  内  容 

これまでの取組み ７年度の主な取組み 

区の魅力づくり 148,384 

 区の特性や実情に応じた魅力

あるまちづくりを推進するため、

市民参画による区の特性を活

かした事業を実施している。 

○市民参画による区の特性を

活かしたまちづくり事業を

各区で実施 

区政の振興 58,678 

 裁量予算として多岐にわたる

地域ニーズや行政課題に柔軟

な対応を行っている。 

○道路、公園等の補修などの 
緊急対応 

○まちの活性化などの地域ニーズ

への迅速な対応 

 

 

 

（ 

215,832 千円 
207,666 千円 

 
）
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イ 市民サービスの向上 
 

利活用が進むマイナンバーカードについて、引き続き円滑な交付を推進するとともに、

各種証明書のコンビニ交付サービスやオンライン予約等の利用促進により、手続きの簡素

化・待ち時間の短縮など、市民の利便性向上と区役所における窓口サービスの充実を図る。 

 

 

 

 

主な事業 

事業名 
予算額 

（千円） 

事  業  内  容 

これまでの取組み ７年度の主な取組み 

区役所窓口の 

改善 
200,044 

令和元年度から引越し手続

きのオンライン予約サービス

を開始し、改善しながら、待

ち時間の短縮等を図ってい

る。 
 マイナンバーカードを活用

した、コンビニエンスストア

等のマルチコピー機による証

明書自動交付サービスを提供

するとともに、マルチコピー

機を全区役所にも設置し、利

便性の向上を図っている。 

〇引越し手続きのオンライン

予約サービス及び証明書

自動交付サービスの利用

促進 
 

個人番号カード

の円滑な交付 
754,128 

通知カードを送付し、平成

28 年１月からはマイナンバー

カードの交付を開始するとと

もに、運用体制の整備を行っ

ている。 

○区役所・出張所・マイナンバー

カード臨時交付センターにお

ける交付を推進 

区役所トイレ 

リニューアル 

事業 

635,638 

 各区役所トイレの洋式化や

バリアフリー化のため、博多

区を除く６区役所について、

令和５年度にトイレ改修基本

計画を策定し、令和６年度に

実施設計（東区・城南区・西

区役所）を行った。 

☆東区・城南区・西区役所の

トイレ改修工事などを実施 

 

 

 

（ 

1,589,810 千円 

929,559 千円 
 
）
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５．スポーツの振興 
  

全ての人が生涯にわたってスポーツに親しむことができる都市を目指し、地域やプロス

ポーツ等と連携を図りながら、「する」「みる」「ささえる」の観点から、スポーツの普及

振興に取り組む。 

市民総合スポーツ大会の開催やスポーツ施設の管理運営、身近な場所でスポーツを体験

できる機会の提供などを行うとともに、１万人を超える市民ランナーが参加する「福岡マ

ラソン」を開催する。 

 

 

主な事業 

事業名 
予算額 

（千円） 

事  業  内  容 

これまでの取組み ７年度の主な取組み 

福岡マラソン開催 138,899 

 平成26年から「福岡マラソン」

を開催し、市民スポーツの「する」

「みる」「ささえる」に寄与してい

る。 

○「福岡マラソン 2025」の 
開催 

スポーツ施設の

運営・維持管理 
5,345,994 

総合体育館、市民体育館、地区

体育館、市民プールなどスポーツ

施設の管理運営及び改修工事等

を実施している。 

★市民プールリニューアル

（東市民プール設計等） 
★西体育館等のスポーツ施設 

の改修 
☆今宿野外活動センターリ

ニューアル 
○スポーツ施設の管理運営 

プロスポーツ 

チーム等との連携 
96,822 

アビスパ福岡をはじめとした

プロスポーツチーム等と連携し、

各種スポーツ教室や観戦招待、イ

ベントなどを実施している。 

○子ども体験教室 
○健康教室 
○観戦招待 等 

各種スポーツ大会

等の開催・支援 
70,728 

市民スポーツ・レクリエーション

の普及振興を図るため、各種

スポーツ大会等の開催及び開催

支援を行っている。 

○子どものスポーツきっかけ

づくり事業 
○市民総合スポーツ大会 
○金鷲旗・玉竜旗高校柔剣道

大会 等 

 

 

 

（ 

5,827,790 千円 
5,183,796 千円 

 
）
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６．男女共同参画の推進 
  

「福岡市男女共同参画基本計画」及び「福岡市働く女性の活躍推進計画」、「福岡市配

偶者等からの暴力の防止及び被害者の保護に関する基本計画」に基づき、地域や若年層

への男女共同参画意識の啓発や困難を抱える女性への支援、働く場における女性活躍、

ワーク・ライフ・バランスの普及・促進など、諸施策の推進に全庁をあげて取り組む。 

男女共同参画推進センターにおいては、拠点施設として、各種事業を推進するととも

に、関係団体等と連携しながら市民の男女共同参画推進活動を支援する。 

 

 

 

主な事業 

事業名 
予算額 

（千円） 

事  業  内  容 

これまでの取組み ７年度の主な取組み 

男女共同参画 

推進 
25,674 

男女共同参画の意識啓発を

行うとともに、地域の取組み支援

を行っている。 
性別にかかわりなく個性と

能力を発揮できるよう、中学校

でセミナーを実施している。 
「女性の視点を活かした防災

ミニブック」を活用した講座等

を実施している。 

★第５次男女共同参画基本計画

の策定 
○地域の男女共同参画推進活動

支援 
○社会人講師派遣による中学生

向け出前セミナーの実施 
○「防災ミニブック」を活用し

た講座等の実施 

困難女性・ＤＶ

相談支援推進 

23,042 

 

困難を抱える女性の立場に

立った切れ目のない支援に向

け、官民協働で支援を展開する

ための支援調整会議を設置し

ている。 
配偶者等からの暴力防止の

ため、広報啓発や相談窓口の周

知とともに、被害者の保護、支

援を実施している。 

★女性支援基本計画の策定 
☆支援調整会議の設置及び運営 
★第４次ＤＶ防止基本計画の策

定 
○配偶者暴力相談支援センター

開設及び運営 
○ＤＶ防止の広報啓発 
○相談員研修の実施 

 

 

（ 

269,014 千円 
258,365 千円 

 
）
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主な事業 

事業名 
予算額 

（千円） 

事  業  内  容 

これまでの取組み ７年度の主な取組み 

女性活躍推進 25,197 

働く場における女性の活躍

を推進するため、「見える化

サイト」の推進やセミナー等を

開催するとともに、再就職を

目指す女性や、働く女性向けの

スキルアップ講座等を実施し

ている。 

★第３次働く女性の活躍推進計

画の策定 

★女性活躍の課題解決に向けた

取組みの支援 
☆健康課題等と仕事の両立支援 

☆企業における女性活躍への取

組みの「見える化」を推進 

○再就職やリーダーを目指す女

性向け講座の実施 

○女性のための起業支援 

男女共同参画推進

センター事業 
186,898 

男女共同参画推進センター

「アミカス」を拠点として、市民

等の活動や交流の場を提供す

るとともに、男女共同参画推進

に向けた各種事業を実施して

いる。 

○施設の管理運営 
○講座・講演会の開催 
○相談（総合相談、ＤＶ相談、 
男性相談、法律相談等） 

○地域及び市民グループ活動支
援 

○図書、情報提供 

22



７．人権行政の推進 
 

 全ての人の人権が尊重される社会の実現に向け、全庁をあげて人権尊重の視点に立っ

た行政を推進する。 

また、「福岡市人権教育・啓発基本計画」に基づき、あらゆる人権問題の解決に向け

た取組みを推進するとともに、性的マイノリティ支援及び若年層の人権啓発事業への参

加促進を図る。 

地域においては、人権のまちづくり館を拠点とした地域交流や人権啓発事業等に取り

組む。 

 

 

主な事業 

事業名 
予算額 

（千円） 

事  業  内  容 

これまでの取組み ７年度の主な取組み 

人権施策の総合的

かつ計画的な推進 
14,260 

 全ての人の人権が尊重され

る社会の実現に向け、全庁をあ

げて人権尊重の視点に立った行

政を推進するとともに、人権教

育･啓発にかかる施策を効果的

に推進している。 

○「福岡市人権教育･啓発基本

計画」の推進、人権問題に関

する市民意識調査の実施 

○「人権尊重の視点に立った行政

の推進に関する指針」の職員

への周知と理解の徹底 

○パートナーシップ宣誓制度、

ふくおかＬＧＢＴＱフレン

ドリー企業登録制度など、性

的マイノリティ支援の推進 

人権啓発センター

事業 
98,944 

あらゆる人権問題の解決に

向けて、人権啓発の一層の推進

と市民の自発的な取組みを支援

するための事業を行っている。 
特に若年層の人権啓発事業

への参加促進を推進している。 

○啓発事業 
 人権尊重週間行事、人権啓発

フェスティバル、講座・講演

会、若年層の参加促進事業の

実施 
○企業・指定管理者などへの研修 
○人権相談・利用登録団体支援等 

人権のまちづくり館

等の運営 
241,316 

人権のまちづくり館及び市立

集会所において、差別のない、

人権が尊重される社会の実現

に寄与するため、地域交流や

人権啓発事業等を行うととも

に、自立支援等の各種相談を

行っている。 

○地域交流、人権啓発等の 
講座・講演会などを開催 

○自立支援等の各種相談を実

施 

人権のまちづくり館

等の維持管理 
140,244 

人権のまちづくり館及び市立

集会所等の維持管理を行って

いる。 

○人権のまちづくり館及び市立

集会所等の維持管理（外壁改修

工事等） 

 

 

（ 

519,784 千円 
542,734 千円 

 
）
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（６）款項目別説明資料
     ア．一般会計（歳入）

予算案   
説明書 令和７年度 令和６年度 差引増減

(その１） 款 項 目 予　算　額 予　算　額 (Ａ) － (Ｂ)
の掲載 (Ａ) (Ｂ) (Ｃ)
ページ 　千円 　千円 　千円

   
 18  1  1

49～50 使用料及び 使 用 料 総務使用料 653,493     647,698     5,795       
手  数  料

 

 2  1
59 手 数 料 総務手数料 570,668     523,709     46,959      

 19  2  1
69～72  国庫支出金  国庫補助金  総  務  費 1,550,755   2,515,282   △964,527   

 国庫補助金

 3  1
85～86  委 託 金  総 務 費 18,518      20,523      △2,005     

 委 託 金

 20  2  1 
88～89 県支出金  県補助金  総 務 費 16,120      21,645      △5,525     

 県補助金

 3  1
99  委 託 金  総 務 費 1,613       1,623       △10        

 委 託 金
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（単位：千円）

対前年度
伸　率

(Ｃ) / (Ｂ)
％ （　　　　）内は前年度予算額
　 　　  

　男女共同参画推進センター使用料 9,313      ( 9,313      )
0.9 　地域交流センター使用料 74,110     ( 65,636     )

  庁舎等使用料 75,993     ( 74,565     )
　人権のまちづくり館使用料 140        ( 140        )
　市民体育館使用料 16,247     ( 11,213     )
　地区体育施設使用料 333,693    ( 324,500    )
　社領スポーツ広場使用料 2,865      ( 2,865      )
　ももち体育館使用料 18,179     ( 20,000     )
　公民館使用料 2,122      ( 2,122      )

　市民センター使用料 104,266    ( 120,347    )
　千早駅前駐車場使用料 16,565     ( 16,565     )
　野外活動センター使用料 -          ( 432        )

　
9.0   戸籍住民基本台帳等手数料 570,667    ( 523,708    )

  ＮＰＯ法人関連諸証明手数料 1          ( 1          )
　

  教育施設等騒音防止対策事業費補助金 14,600     ( 9,678      )
△ 38.3 　社会教育施設整備費補助金 251,000    ( -          )

  女性活躍推進関係補助金 12,500     ( 13,784     )
  困難女性支援関係補助金 4,529      ( 2,748      )
　隣保館運営費等補助金 67,157     ( 67,157     )
　スポーツ施設整備費補助金 16,882     ( 17,310     )
　防災対策事業費補助金 46,052     ( 13,445     )
　番号制度関係補助金 912,038    ( 1,843,428  )
  デジタル基盤改革支援補助金 225,997    ( 293,460    )

　地方改善施設整備費補助金 -          ( 9,424      )
　都市計画調査費補助金 -          ( 1,450      )
　地球温暖化対策費補助金 -          ( 243,398    )

　   
△ 9.8 　人権啓発活動費委託金 6,636      ( 6,636      )

　中長期在留者住居地届出等事務委託金 11,882     ( 13,887     )
　   
　
　福岡県若年者専修学校等技能習得資金補助金 2,177      ( 2,177      )

△ 25.5 　福岡県消費者行政推進事業補助金 13,213     ( 13,292     )
　生活安全対策事業費補助金 500        ( 250        )
　困難女性支援関係補助金 230        ( 232        )

-          ( 5,694      )

　
　登山歩道施設費委託金 80         ( 80         )

△ 0.6   統計調査費委託金 1,422      ( 1,432      )
  自衛官募集事務費委託金 111        ( 111        )

説　　　　　　　　　明

　福岡県市町村洪水ハザードマップ充実支援事業補助金
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予算案   
説明書 令和７年度 令和６年度 差引増減

(その１） 款 項 目 予　算　額 予　算　額 (Ａ) － (Ｂ)
の掲載 (Ａ) (Ｂ) (Ｃ)
ページ 　千円 　千円 　千円

 21  1  1
101 財産収入  財産運用  財産貸付 133,545     105,749     27,796      

 収　　入  収　　入

 
  2

102   利子及び 19,308      6,842       12,466      
 配 当 金

 3
105  特許権等 10          10          -           

 運用収入

 2  1
106  財産売払 不 動 産 428,571     429,071     △500       

 収　　入 売払収入

 22  1  1
107 寄 附 金  寄 附 金 総 務 費 37,048      24,159      12,889      

  寄 附 金

 23  4  1
112 繰 入 金 スポーツ スポーツ 7,000       -           7,000       

 振興基金 振興基金
繰 入 金 繰 入 金

 5  1
112 N P O活動 N P O活動 8,532       7,425       1,107       

支援基金 支援基金
繰 入 金 繰 入 金
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（単位：千円）

対前年度
伸　率

(Ｃ) / (Ｂ)
％ （　　　　）内は前年度予算額

説　　　　　　　　　明

　
  土地貸付収入  

26.3     区役所用地の貸付収入 56,241     ( 63,523     )
  　地域交流センター用地等の貸付収入 8,983      ( 6,768      )
  　警察署用地等の貸付収入 7,114      ( 6,757      )
  建物等貸付収入
　  区役所建物の貸付収入 39,688     ( 7,585      )
　　警固公園安全安心センターの貸付収入 1,456      ( 1,456      )
　　なみきスクエアの貸付収入 7,128      ( 7,128      )
　　総合体育館等の貸付収入 5,873      ( 5,430      )
　　福岡市スポーツ協会事務所等の貸付収入 3,183      ( 3,032      )
　　早良南地域交流センターの貸付収入 3,879      ( 4,070      )
　 　 　

　スポーツ振興基金利子収入 12,530     ( -          )
182.2 　ＮＰＯ活動支援基金利子収入 145        ( 151        )

　災害救助基金利子収入 6,633      ( 6,690      )
　ユニバーシアード福岡大会記念スポーツ振興基金利子収入

-          ( 1          )

-         　著作権使用料

　   

　土地建物売払収入
△ 0.1     公民館跡地の売払収入 428,571    ( 428,571    )

　　【土地の処分】
　　　・所在地　福岡市早良区室見五丁目９番
　　　・地目　　宅地
　　　・面積　　約1,300平方メートル
    集会所建物の売払収入 -          ( 500        )

　ＮＰＯ活動支援事業寄附金 5,708      ( 5,159      )
53.4 　スポーツ振興推進事業寄附金 29,000     ( 19,000     )

　防災・危機管理事業寄附金 840        ( -          )
　公民館活動支援事業寄附金 1,500      ( -          )

皆増 　スポーツ振興基金受入金

14.9 　ＮＰＯ活動支援基金受入金
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予算案   
説明書 令和７年度 令和６年度 差引増減

(その１） 款 項 目 予　算　額 予　算　額 (Ａ) － (Ｂ)
の掲載 (Ａ) (Ｂ) (Ｃ)
ページ 　千円 　千円 　千円

 25  2  1
118～119 諸 収 入  保険料収入 保険料収入 198,640     186,312     12,328      

 4  1
119 貸 付 金 総 務 費 800         800         -           

元利収入 貸 付 金
元利収入

 5  1
121 預 託 金 総 務 費 1,174       1,310       △136       

元利収入 預 託 金
元利収入

 7  1
121 弁 償 金 弁 償 金 12          12          -           

 10  1
122～123 受託事業 総 務 費 813         1,466       △653       

収　　入 受託事業
収　　入

 12  2

124 雑　　入 総務費雑入 120,798     287,987     △167,189   

 

 13
128 その他の 84,440      75,079      9,361       

雑　　入
 

 26  1  1
129～130    市  債 市  債 総 務 債 5,284,000   4,531,000   753,000     

9,135,858   9,387,702   △251,844   歳　　　入　　　合　　　計
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（単位：千円）

対前年度
伸　率

(Ｃ) / (Ｂ)
％ （　　　　）内は前年度予算額

説　　　　　　　　　明

6.6   雇用保険法に基づく保険料収入 12,925     ( 12,081     )
  厚生年金保険法に基づく保険料収入 185,715    ( 174,231    )

　

-         　若年者専修学校等技能習得資金貸付金回収金 300        ( 300        )
　消費者訴訟資金貸付金回収金 500        ( 500        )

　
△ 10.4 　地域集会施設用地購入金融資金元利収入

  
-           貸出図書の紛失による弁償金等

  

　
△ 44.5 　広報物配布業務に伴う受託収入

  

△ 58.1   合同庁舎管理費負担金 108,798    ( 275,987    )
  スポーツ振興くじ助成金 12,000     ( 12,000     )

　

12.5   区役所の広告料等

　スポーツ施設整備債 1,589,000  ( 1,228,000  )
16.6 　社会教育施設整備債 2,489,000  ( 1,609,000  )

　庁舎建設債　　　　　　　　　　　　　　　　　 547,000    ( 1,475,000  )
　防災対策事業債 658,000    ( 193,000    )
　男女共同参画施設整備債 1,000      ( -          )
　集会所等施設整備債 -          ( 26,000     )

△ 2.7
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   イ．一般会計（歳出）
予算案   
説明書 令和７年度 令和６年度 差引増減

(その１) 款 項 目 予　算　額 予　算　額 (Ａ) － (Ｂ)
の掲載 (Ａ) (Ｂ) （Ｃ）

ページ 千円 　千円 千円

   

 2  1  1

138～147 総 務 費 総務管理費 一般管理費 5,148        4,783        365          

 13

170～173 男 女 共 同 269,014      258,365      10,649       

参画推進費
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（単位：千円）

対前年度

伸　率
(Ｃ) / (Ｂ)

％ （　　　　　）内は前年度予算額

   

  1 一般職職員給与費等 3,270      （ 2,910     ）

7.6 一般職職員・1人（うち会計年度任用職員・1人）

関連歳入   

(25）諸収入 252        

　　　雇用保険料収入 15         

　　　厚生年金保険料収入 237        

  

  2 経常事務経費 1,878      （ 1,873     ）

  1 一般職職員給与費等 79,463     （ 74,582    ）

一般職職員・18人（うち会計年度任用職員・18人）

4.1 関連歳入  

(25）諸収入 5,878      

　　　雇用保険料収入 365        

　　　厚生年金保険料収入 5,513      

　2 男女共同参画推進経費 55,178     （ 57,296    ）

男女共同参画地域づくり事業 585        （        813 ）

女性活躍推進事業 16,272     （     26,037 ）

女性の視点を活かした防災事業 618        （        618 ）

女性のためのつながりサポート事業 10,000     （     10,000 ）

困難女性・ＤＶ相談支援推進 18,330     （ 14,646    ）

その他経費 9,373      （      5,182 ）

関連歳入  

(19）国庫支出金 17,029     

　　　女性活躍推進関係補助金 12,500     

　　　困難女性支援関係補助金 4,529      

(20）県支出金 230        

　　　困難女性支援関係補助金

(25）諸収入 480        

　　　その他の雑入

　3 男女共同参画推進センター経費 134,373    （ 126,487   ）

男女共同参画推進センターアミカスの管理運営 115,925    （ 113,881   ）

市民グループ活動支援 629        （ 629       ）
その他事業 17,819     （ 11,977    ）

関連歳入  

(18）使用料及び手数料 10,542     

　　　男女共同参画推進センター使用料 9,313      

　　　庁舎等使用料 1,229      

(25）諸収入 1,993      

　　　弁償金 10         

　　　その他の雑入 1,983      

(26）市債 1,000      

　　　男女共同参画施設整備債

説　　　　　　　　　　　明
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予算案
説明書 令和７年度 令和６年度 差引増減

(その１) 款 項 目 予　算　額 予　算　額 (Ａ) － (Ｂ)
の掲載 (Ａ) (Ｂ) （Ｃ）

ページ 千円 　千円 千円

 14

172～175 人 権 施 策 519,784      542,734      △22,950 

推 進 費
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（単位：千円）

対前年度

伸　率
(Ｃ) / (Ｂ)

％ （　　　　　）内は前年度予算額

説　　　　　　　　　　　明

  1 一般職職員給与費等 263,464    （ 247,136   ）

一般職職員・70人（うち会計年度任用職員・54人）

△ 4.2 関連歳入  

(19）国庫支出金 52,987     

　　　隣保館運営費等補助金

(25）諸収入 13,970     

　　　雇用保険料収入 1,021      

　　　厚生年金保険料収入 12,949     

　2 人権企画推進費 26,277     （ 22,772    ）

人権施策の総合的かつ計画的な推進 14,260     （ 10,255    ）

その他経費 12,017     （ 12,517    ）

関連歳入  

(19）国庫支出金 194        

　　　人権啓発活動費委託金

　3 人権啓発センター費 67,602     （ 67,571    ）

人権啓発・人権相談等事業 47,331     （ 47,701    ）

企業啓発・研修 2,493      （ 2,493     ）

その他経費 17,778     （ 17,377    ）

関連歳入  

(19）国庫支出金 6,442      

　　　人権啓発活動費委託金

(21）財産収入 10         

　　　著作権使用料

　4 人権のまちづくり館等事業費 162,441    （ 205,255   ）

ア　経常運営費 26,909     （ 26,209    ）

人権のまちづくり館等経常運営費 23,270     （ 22,570    ）

その他事務費 3,639      （ 3,639     ）

イ　施設管理費 135,532    （ 179,046   ）

人権のまちづくり館・集会所等の施設の管理・整備費

関連歳入

(18）使用料及び手数料 186        

　　　庁舎等使用料 46         

　　　人権のまちづくり館使用料 140        

(19）国庫支出金 14,170     

　　　隣保館運営費等補助金

(20）県支出金 2,177      

　　　福岡県若年者専修学校等技能習得資金補助金

(25）諸収入 308        

　　　若年者専修学校等技能習得資金貸付金 300        

　　　その他の雑入 8          
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予算案   
説明書 令和７年度 令和６年度 差引増減

(その１) 款 項 目 予　算　額 予　算　額 (Ａ) － (Ｂ)
の掲載 (Ａ) (Ｂ) （Ｃ）

ページ 千円 　千円 千円

 15

174～179 ス ポ ー ツ 5,827,790    5,183,796    643,994      

振興推進費
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（単位：千円）

対前年度

伸　率
(Ｃ) / (Ｂ)

％ （　　　　　）内は前年度予算額

説　　　　　　　　　　　明

  1 一般職職員給与費等 32,866     （ 29,940    ）

一般職職員・7人（うち会計年度任用職員・7人）

12.4 関連歳入  

(25）諸収入 2,418      

　　　雇用保険料収入 151        

　　　厚生年金保険料収入 2,267      

  2 スポーツ振興推進費 76,378     （ 54,295    ）

スポーツ推進委員経費 28,204     （ 28,060    ）

その他経費 48,174     （ 26,235    ）

関連歳入

(21）財産収入 12,530     

　　　スポーツ振興基金利子収入

(22）寄附金 15,000     

　　　スポーツ振興推進事業寄附金

  3 スポーツ施設費 5,357,592  （ 4,740,294 ）

スポーツ施設の管理運営 2,919,571  （ 2,973,741 ）

スポーツ施設整備 2,024,463  （ 1,707,059 ）

今宿野外活動センターリニューアル 393,035    （ 39,947    ）

その他経費 20,523     （ 19,547    ）

関連歳入  

(18）使用料及び手数料 414,330    

　　  庁舎等使用料 43,346     

 　　 市民体育館使用料 16,247     

　 　 地区体育施設使用料 333,693    

　　  社領スポーツ広場使用料 2,865      

　　　ももち体育館使用料 18,179     

(19）国庫支出金 16,882     

　　　スポーツ施設整備費補助金

(20）県支出金 80         

　　　登山歩道施設費委託金

(21）財産収入 5,873      

 　 　建物等貸付収入

(23）繰入金 7,000      

 　 　スポーツ振興基金受入金

(25）諸収入 2,850      

　　　その他の雑入

(26）市債 1,589,000  

　　　スポーツ施設整備債

　4 スポーツ振興事業費 360,954    （ 359,267   ）

福岡マラソン開催 124,152    （ 124,024   ）

福岡市スポーツ協会に対する補助金 94,475     （ 91,916    ）

プロスポーツチーム等との連携 96,822     （ 96,822    ）

各種スポーツ大会の開催・支援 43,205     （ 44,205    ）

その他経費 2,300      （ 2,300     ）

関連歳入  

(21）財産収入 3,183      

　　　建物等貸付収入

(22）寄附金 14,000     

　　　スポーツ振興推進事業寄附金

(25）諸収入 12,000     

　　　スポーツ振興くじ助成金
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予算案   
説明書 令和７年度 令和６年度 差引増減

(その１) 款 項 目 予　算　額 予　算　額 (Ａ) － (Ｂ)
の掲載 (Ａ) (Ｂ) （Ｃ）

ページ 千円 　千円 千円

　

 16

178～181 生 活 安 全 378,113      359,260      18,853       

対 策 費

 17
180～183 町 界 町 名 12,452       11,191       1,261        

整 理 費

36



（単位：千円）

対前年度

伸　率
(Ｃ) / (Ｂ)

％ （　　　　　）内は前年度予算額

説　　　　　　　　　　　明

 

  1 一般職職員給与費等 181,493    （ 170,893   ）

一般職職員・41人（うち会計年度任用職員・41人）

5.2 関連歳入  

(25）諸収入 13,688     

　　　雇用保険料収入 848        

　　　厚生年金保険料収入 12,840     

  2 モラル・マナー向上市民啓発事業 21,514     （ 29,157    ）

モラル・マナー向上広報啓発

  3 交通安全啓発経費 25,115     （ 25,933    ）

交通安全の広報啓発 21,601     （ 21,580    ）

自転車安全利用推進 1,364      （ 2,103     ）

飲酒運転撲滅 2,150      （ 2,250     ）

関連歳入  

(25）諸収入 2,000      

　　　その他の雑入

  4 防犯対策推進経費 106,267    （ 88,779    ）

防犯施策の総合的な推進 17,846     （ 17,614    ）

地域防犯力の強化 7,040      （ 6,448     ）

街頭防犯カメラ設置補助 76,736     （ 60,534    ）

悪質な客引き対策 4,645      （ 4,183     ）

関連歳入  

(20）県支出金 250        

　    生活安全対策事業費補助金

(21）財産収入 8,570      

　　　土地貸付収入 7,114      

　　　建物等貸付収入 1,456      

  5 暴力追放啓発経費 3,397      （ 2,807     ）

事務事業からの暴力団排除 2,897      （ 2,307     ）

暴力団事務所撤去運動支援 500        （ 500       ）
関連歳入  

(20）県支出金 250        

　    生活安全対策事業費補助金

  6 消費者対策経費 22,944     （ 24,587    ）

消費者教育・啓発 19,433     （ 19,458    ）

消費者相談・事業者指導 3,511      （ 4,177     ）

消費生活センター機能強化 -          （ 952       ）

関連歳入  

(20）県支出金 13,213     

　　　福岡県消費者行政推進事業補助金

(25）諸収入 72         

　　　その他の雑入

  7 消費生活センター管理運営経費 17,383     （ 17,104    ）
消費生活センターの管理運営経費
関連歳入  
(25）諸収入 500        
　　　消費者訴訟資金貸付金

  1 町界町名整理費 316        （ 402       ）
11.3 　

  2 住居表示整備費 12,136     （ 10,789    ）
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予算案   
説明書 令和７年度 令和６年度 差引増減

(その１) 款 項 目 予　算　額 予　算　額 (Ａ) － (Ｂ)
の掲載 (Ａ) (Ｂ) （Ｃ）

ページ 千円 　千円 千円

 19

184～189 コミュニティ 9,631,556    7,859,692    1,771,864    

振　 興　 費

38



（単位：千円）

対前年度

伸　率
(Ｃ) / (Ｂ)

％ （　　　　　）内は前年度予算額

説　　　　　　　　　　　明

  1 一般職職員給与費等 965,931    （ 898,124   ）
一般職職員・219人（うち会計年度任用職員・219人）

22.5 関連歳入  

(25）諸収入 69,442     

　　　雇用保険料収入 4,341      

　　　厚生年金保険料収入 65,101     

  2 コミュニティ自律経営推進経費 856,391    （ 827,792   ）

ア　コミュニティ活動支援 601,469    （ 600,035   ）

共創自治協議会事業 560,598    （ 559,048   ）

町内会活動支援事業　　　　　　　　　　　　　　　　 40,871     （ 40,987    ）

イ　コミュニティ活動の環境づくり 44,090     （ 37,829    ）

コミュニティ活動市民参加促進事業 5,439      （ 3,327     ）

市民活動保険制度 29,974     （ 28,660    ）

共創の地域づくり推進事業 2,954      （ 3,648     ）

地域の担い手づくり・若者の参加促進プロジェクト 5,723      （ -         ）

地域で防災応援パック -          （ 2,194     ）

ウ　コミュニティ活動の場づくり 42,021     （ 27,580    ）

地域集会施設建設等助成 37,922     （ 23,308    ）

その他経費 4,099      （ 4,272     ）

エ　コミュニティと連携した業務の推進 151,867    （ 153,917   ）

広報物配布業務

オ　その他の経費 16,944     （ 8,431     ）

関連歳入  

(19）国庫支出金 2,723      

　　　デジタル基盤改革支援補助金

(25）諸収入 1,987      

　　　地域集会施設用地購入金融資金 1,174      

　　　広報物配布業務受託収入 813        

  3 公民館等経費 3,530,294  （ 3,366,282 ）

ア　公民館長報酬 273,024    （ 271,451   ）

イ　公民館管理運営費 999,170    （ 975,670   ）

公民館運営経費 414,859    （ 415,301   ）

公民館の業務効率化等支援 3,890      （ 8,949     ）

公民館補助要員経費 455,718    （ 429,995   ）

その他経費 124,703    （ 121,425   ）

ウ　事業推進費 68,862     （ 63,286    ）

公民館の主催事業費

エ　館舎維持改良費 1,465,035  （ 1,389,030 ）

公民館の施設改良費 1,352,895  （ 1,271,560 ）

その他経費 112,140    （ 117,470   ）

オ　公民館建設費 605,701    （ 553,026   ）

公民館の改築費

カ　空港周辺共同利用会館費 118,502    （ 113,819   ）

空港周辺共同利用会館の管理運営経費

関連歳入  

(18）使用料及び手数料 3,265      

　　　庁舎等使用料 1,143      

　　　公民館使用料 2,122      

(19）国庫支出金 14,600     

　　　教育施設等騒音防止対策事業費補助金

(21）財産収入 428,571    

　　　土地建物売払収入
(22）寄附金 1,500      
　　　公民館活動支援事業寄附金　

(25）諸収入 20,755     

　　　その他の雑入

(26）市債 692,000    

　　　社会教育施設整備債
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予算案   
説明書 令和７年度 令和６年度 差引増減

(その１) 款 項 目 予　算　額 予　算　額 (Ａ) － (Ｂ)
の掲載 (Ａ) (Ｂ) （Ｃ）

ページ 千円 　千円 千円

40



（単位：千円）

対前年度

伸　率
(Ｃ) / (Ｂ)

％ （　　　　　）内は前年度予算額

説　　　　　　　　　　　明

　4 ＮＰＯ・ボランティア活動支援 100,940    （ 95,058    ）

ＮＰＯ活動支援基金を活用した助成 14,547     （ 12,858    ）

ＮＰＯ・ボランティア交流センターの管理運営経費 77,066     （ 70,758    ）

その他経費 9,327      （ 11,442    ）
関連歳入  
(18）使用料及び手数料 22         
　　　庁舎等使用料 21         
　　　ＮＰＯ法人関連諸証明手数料 1          
(21）財産収入 145        
　　　ＮＰＯ活動支援基金利子収入
(22）寄附金 5,708      
　　　ＮＰＯ活動支援事業寄附金
(23）繰入金 8,532      
　　　ＮＰＯ活動支援基金受入金

  5 市民センター経費 3,441,714  （ 1,669,872 ）
ア　市民センター管理運営費　 735,949    （ 751,961   ）
市民センターの管理運営経費

イ　市民センター施設整備費 2,705,765  （ 917,911   ）
市民センターの施設整備費 1,849,719  （ 811,143   ）
中央市民センターの大規模改修事業費 856,046    （ 106,768   ）
関連歳入  
(18）使用料及び手数料 112,174    
　　　庁舎等使用料 7,908      
　　　市民センター使用料 104,266    

(19）国庫支出金 251,000    

　　　社会教育施設整備費補助金　　　　
(21）財産収入 7,128      
　　　建物等貸付収入
(25）諸収入 953        
　　　その他の雑入
(26）市債 1,797,000  
　　　社会教育施設整備債

  6 地域交流センター経費 724,294    （ 990,397   ）
ア　地域交流センター管理運営費 603,969    （ 553,908   ）
地域交流センターの管理運営経費

イ　地域交流センター施設整備費 120,325    （ 436,489   ）
地域交流センターの施設整備費 60,810     （ 430,875   ）
南地域交流センター（仮称）の検討 59,515     （ 5,614     ）
関連歳入  
(18）使用料及び手数料 77,796     
　　　地域交流センター使用料 74,110     
　　　庁舎等使用料 3,686      
(21）財産収入 12,862     

　　　土地貸付収入 8,983      

　　　建物等貸付収入 3,879      

(25）諸収入 569        

　　　その他の雑入

　7 社会教育費 11,992     （ 12,167    ）
ア　社会教育総務費 2,994      （ 3,152     ）
イ　生涯学習推進費 8,998      （ 9,015     ）
各区での講座開催等経費
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予算案   
説明書 令和７年度 令和６年度 差引増減

(その１) 款 項 目 予　算　額 予　算　額 (Ａ) － (Ｂ)
の掲載 (Ａ) (Ｂ) （Ｃ）

ページ 千円 　千円 千円

 20

188～193 区政推進費 2,519,258    3,654,593    △1,135,335  
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（単位：千円）

対前年度

伸　率
(Ｃ) / (Ｂ)

％ （　　　　　）内は前年度予算額

説　　　　　　　　　　　明

 

  1 一般職職員給与費等 325,700    （ 302,657   ）

一般職職員・77人（うち会計年度任用職員・77人）

△ 31.1 関連歳入  

(25）諸収入 23,418     

　　　雇用保険料収入 1,558      

　　　厚生年金保険料収入 21,860     

  2 区政管理費 1,927,287  （ 3,091,742 ）

ア　区役所庁舎等経費 1,832,961  （ 3,003,137 ）

区役所庁舎、出張所の維持管理等経費

イ　区政管理経費 94,326     （ 88,605    ）

区政に関する事務経費

関連歳入  

(18）使用料及び手数料 35,155     

　　　庁舎等使用料 18,590     

　　　千早駅前駐車場使用料 16,565     

(21）財産収入 92,713     

　　　土地貸付収入 53,025     

　　　建物等貸付収入 39,688     

(25）諸収入 151,180    

　　　合同庁舎管理費負担金 108,798    

　　　その他の雑入 42,382     

(26）市債 547,000    

　　　庁舎建設債

 3 区役所事業費 266,271    （ 260,194   ）

区の魅力づくり事業 111,802    （ 116,307   ）

区振興事業 58,678     （ 56,342    ）

その他経費 95,791     （ 87,545    ）

関連歳入  

(18）使用料及び手数料 24         

　　　庁舎等使用料

(21）財産収入 3,216      

　　　土地貸付収入

(25）諸収入 8,902      

　　　その他の雑入
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予算案   
説明書 令和７年度 令和６年度 差引増減

(その１) 款 項 目 予　算　額 予　算　額 (Ａ) － (Ｂ)
の掲載 (Ａ) (Ｂ) （Ｃ）

ページ 千円 　千円 千円

 21

192～195 防 災 危 機 1,117,501    714,511      402,990      

管 理 費
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（単位：千円）

対前年度

伸　率
(Ｃ) / (Ｂ)

％ （　　　　　）内は前年度予算額

説　　　　　　　　　　　明

  1 一般職職員給与費等 14,129     （ 8,464     ）

一般職職員・3人（うち会計年度任用職員・3人）

56.4 関連歳入  

(25）諸収入 1,066      

　　　雇用保険料収入 67         

　　　厚生年金保険料収入 999        

  2 防災・危機管理体制の強化経費 707,675    （ 660,970   ）

防災情報システムの機能改修等 7,680      （ 57,620    ）

災害対策本部機能の強化 12,786     （ 13,062    ）

防災無線の更新整備 256,767    （ 53,536    ）

災害時の電力確保 73,600     （ 199,185   ）

福岡市地域防災計画の全面的な見直し 5,595      （ -         ）

公的備蓄 144,105    （ 125,781   ）

その他経費 207,142    （ 211,786   ）

関連歳入  

(19）国庫支出金 25,826     
　　　防災対策事業費補助金 24,126     
　　　デジタル基盤改革支援補助金 1,700      

(21）財産収入 6,633      

　　　災害救助基金利子収入　

(25）諸収入 646        
　　　その他の雑入

(26）市債 390,000    
　　　防災対策事業債

  3 地域防災力の向上経費 391,283    （ 40,291    ）

自主防災活動の促進 21,520     （ 9,766     ）

避難行動要支援者の避難支援対策 27,478     （ 22,591    ）

避難所運営体制の強化 1,417      （ 1,617     ）

防災アプリ利用促進事業 11,150     （ 6,317     ）

避難所環境改善事業 329,718    （ -         ）

関連歳入  

(19）国庫支出金 23,213     
　　　防災対策事業費補助金 21,926     
　　　デジタル基盤改革支援補助金 1,287      
(22）寄附金 840        
　　　防災・危機管理事業寄附金　

(26）市債 268,000    
　　　防災対策事業債

  4 防災・危機管理対策事業費 4,414      （ 4,786     ）
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予算案   
説明書 令和７年度 令和６年度 差引増減

(その１) 款 項 目 予　算　額 予　算　額 (Ａ) － (Ｂ)
の掲載 (Ａ) (Ｂ) （Ｃ）

ページ 千円 　千円 千円

　 　

 3  1

202～205 戸 籍 住 民 戸 籍 住 民 4,180,866    5,526,374    △1,345,508  

基本台帳費 基本台帳費

 5  2
212～213 統計調査費 委 託 統 計 1,422        1,432        △10         

調 査 費   

24,462,904   24,116,731   346,173      　歳　　　出　　　合　　　計

46



（単位：千円）

対前年度

伸　率
(Ｃ) / (Ｂ)

％ （　　　　　）内は前年度予算額

説　　　　　　　　　　　明

 

  1 一般職職員給与費等 2,682,253  （ 2,520,463 ）

一般職職員・494人（うち会計年度任用職員251人）

△ 24.3 関連歳入  

(19）国庫支出金 422,669    

　　　番号制度関係補助金

(25）諸収入 68,508     

　　　雇用保険料収入 4,559      

　　　厚生年金保険料収入 63,949     

  2 戸籍、住民基本台帳等事務経費 1,430,502  （ 2,958,229 ）

戸籍事務 343,037    （ 1,269,343 ）

住民基本台帳事務 258,335    （ 820,030   ）

番号制度対応経費 296,961    （ 298,260   ）

印鑑事務 38,915     （ 110,469   ）

その他経費 493,254    （ 460,127   ）

関連歳入  

(18）使用料及び手数料 567,346    

　　　戸籍住民基本台帳等手数料

(19）国庫支出金 719,047    

　　　番号制度関係補助金 489,369    

　　　デジタル基盤改革支援補助金 220,287    

　　　中長期在留者住居地届出等事務委託金 9,391      

(25）諸収入 40         

　　　その他の雑入

  3 町界町名整理等に伴う公簿整理経費 110        （ 99        ）

  4 その他の経費 68,001     （ 47,583    ）

関連歳入  

(18）使用料及び手数料 3,321      

　　　戸籍住民基本台帳等手数料

(19）国庫支出金 2,491      

　　　中長期在留者住居地届出等事務委託金

(20）県支出金 111        

　　　自衛官募集事務費委託金

(25）諸収入 2,802      

　　　弁償金 2          
　　　その他の雑入 2,800      

    人口動態調査に要する経費 1,422      （ 1,432     ）
△ 0.7 関連歳入  

 (20）県支出金 1,422      

　　　統計調査費委託金

1.4
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ウ．負担金、補助及び交付金の予算措置状況
（単位：千円）

負　担　金　の　名　称 交　付　先
令和７年度

予算額
令和６年度

予算額
対前年度

増減

人権啓発推進事業負担金
ハートフルフェスタ福岡実行委
員会

9,000         9,000         -                  

人権啓発推進事業負担金
公益財団法人福岡県人権啓発
情報センター

6,000         6,000         -                  

福岡県隣保館連絡協議会負担金 福岡県隣保館連絡協議会 700            700            -                  

スポーツ大会開催等負担金 大会主催者 130,875      132,077      △1,202        

国際スポーツ大会開催等負担金 大会主催者 6,000         7,000         △1,000        

暴力追放福岡大会負担金
公益財団法人福岡県暴力追放
運動推進センター

800            -               800              

福岡犯罪被害者支援関係負担金 福岡県 5,000         5,000         -                  

福岡県公民館連合会負担金 福岡県公民館連合会 560            560            -                  

まちづくり事業負担金
区レベルの地域活動推進協議
会

247            249            △2              

フェスティバル等負担金
区レベルの地域活動推進協議
会等

16,811        15,803        1,008            

地域振興負担金
区レベルの地域活動推進協議
会等

15,477        10,816        4,661            

博多の魅力発信会議負担金 博多の魅力発信会議 4,039         4,039         -                  

電波利用負担金 九州総合通信局 157            158            △1              

福岡県防災行政無線負担金 福岡県 253            223            30                

戸籍事務等協議会負担金
福岡県戸籍住民基本台帳事務
協議会外１件

351            351            -                  

コンビニ交付運営負担金
地方公共団体情報システム機
構

4,940         4,940         -                  

証明書交付サービスの提供に係る設置負担金 (株)ローソン 3,188         6,911         △3,723        

204,398 203,827 571              

※諸会議費負担金、工事費負担金、共益費負担金及び施設管理費負担金は除く。

負担金　計
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（単位：千円）

補　助　及　び　交　付　金　の　名　称 交　付　先
令和７年度

予算額
令和６年度

予算額
対前年度

増減

福岡市自治協議会共創補助金 自治協議会 555,290      553,690      1,600            

福岡市町内会活動支援事業補助金 自治会・町内会 40,000        40,000        -                  

地域交流広場等管理運営事業補助金 地域住民団体 1,270         1,280         △10             

集会施設補助金 地域住民団体 36,748        21,998        14,750          

福岡市ＮＰＯ活動推進補助金 ＮＰＯ法人 8,532         7,425         1,107            

福岡市交通安全推進協議会補助金 福岡市交通安全推進協議会 -               500            △500           

保護司会補助金 福岡市保護司会連絡協議会 3,200         3,200         -                  

更生保護女性会連合会補助金 福岡市更生保護女性会連合会 400            400            -                  

九州地方更生保護女性大会補助金 福岡県更生保護女性連盟 400            -               400              

福岡市地区防犯協会事業補助金
福岡市内警察署単位の地区防
犯協会

4,833         4,833         -                  

地域防犯パトロールカー支援事業補助金
地域防犯パトロールカー運行の
自治協議会等

4,752         4,752         -                  

福岡市街頭防犯カメラ設置補助金 自治協議会、自治会・町内会等 76,486        59,514        16,972          

福岡市暴力追放推進協議会事業補助金 福岡市暴力追放推進協議会 -               405            △405           

公益財団法人福岡県暴力追放運動推進センター暴力団
排除事業補助金

公益財団法人福岡県暴力追放
運動推進センター

381            381            -                  

福岡市暴力団事務所撤去運動支援事業補助金 市民団体等 500            500            -                  

犯罪被害者等見舞金 犯罪被害者等 1,000         -               1,000            

福岡市緊急一時保護事業補助金 民間支援団体等 500            1,000         △500           

アミカス市民グループ活動支援事業補助金 男女共同参画推進活動団体 500            500            -                  

福岡市スポーツ推進委員協議会事業補助金
福岡市スポーツ推進委員協議
会

3,500         3,500         -                  

福岡市スポーツ協会補助金
公益財団法人福岡市スポーツ
協会

94,475        91,916        2,559            

福岡市レクリエーション協会補助金
特定非営利活動法人福岡市レ
クリエーション協会

2,300         2,300         -                  

スポーツ大会開催特別補助金 大会主催者 15,437        15,437        -                  

スポーツ大会出場特別補助金 引率責任者 2,840         2,376         464              

スポーツ大会開催補助金 大会主催者 651            651            -                  

スポーツ大会出場補助金 引率責任者 2,193         1,693         500              

国際スポーツ大会補助金 大会主催者等 560            260            300              

福岡人権擁護委員協議会補助金 福岡人権擁護委員協議会 1,620         1,620         -                  

福岡県人権研究所補助金
公益社団法人福岡県人権研究
所

3,000         3,000         -                  

地区交通安全協会補助金 各区交通安全協会          3,191          3,967 △776           

地域振興補助金
区レベルの地域活動推進協議
会等

         3,710          8,133 △4,423        

868,269 835,231 33,038          

- - -               -               -                  

- -               -                  

補助金　計

交付金　計
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（１）議案第 88 号

福岡市民体育館条例の一部を改正する条例案

議案番号 第 88 号 

名 称 福岡市民体育館条例の一部を改正する条例案 

理  由 

市民体育館の駐車場について使用料の額を定めるとともに、利用者の利便の

向上を図るため IC カードによる利用の対象に駐車場を追加する必要がある 

ため。 

内  容 

１ 福岡市民体育館の駐車場使用料を定めるもの。 

区分 単位 金額 

普通自動車 1 台 1 回（1日以内） (1)利用時間が 1 時間を

超え、2 時間以内の

場合 200 円

(2)利用時間が 2 時間を

超える場合 300 円

中型自動車等 1,000 円 

大型自動車 2,000 円 

・体育館を利用した者以外のものが駐車場を利用した場合の普通自動車の

使用料 利用時間 1時間までごとに 500 円

２ IC カードの利用の対象に、駐車場を追加するもの。 

施行期日 規則で定める日 

２．条例案の概要
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福岡市民体育館条例の一部を改正する条例案新旧対照表 

福岡市民体育館条例（昭和 47 年福岡市条例第 46 号） ※下線部分が改正部分

現行 改正案 

第１条～第６条 略 

 （使用料） 

第７条 利用者（次条第１項に規定するプリペイ

ドカードによる利用者を除く。）からは、別表

に定める額の使用料を徴収する。 

２ 略 

 （ICカードによる利用） 

第７条の２ 略 

２ ICカードの交付を受けようとする者は、1,000

円を単位とする入金（体育館の個人利用に係る

利用可能金額を電磁的方式によりICカードに記

録するため、使用料を納入することをいう。）

を行わなければならない。ICカードの交付を受

けた者が利用可能金額の積増しを行うときも、

また同様とする。 

３ 略 

４ ICカードによる利用者は、電磁的方式によりI

Cカードに記録されている利用可能金額（ICカー

ドを使用した場合にあつては、その残額）を超

えない範囲において、体育館の個人利用を行う

ことができる。 

５ ICカードによる利用者からは、第２項の入金

に係る金額を前項の個人利用に係る使用料とし

て、当該入金の際に徴収する。 

６ 略 

第８条～第21条 略 

第９条 市長は、次の各号のいずれかに該当する

場合は、使用料を減免することができる。 

(1) 略

(2) 略

第１条～第６条 略 

 （使用料） 

第７条 次の各号に掲げる利用者（次条第１項に

規定するプリペイドカードによる利用者を除

く。）からは、当該各号に定める額の使用料を

徴収する。 

（1）体育館（駐車場を除く。）の利用者 別表

第１に定める額 

（2）駐車場の利用者 別表第２に定める額

２ 略 

 （ICカードによる利用） 

第７条の２ 略 

２ ICカードの交付を受けようとする者は、1,000

円を単位とする入金（体育館の個人利用及び駐

車場の利用に係る利用可能金額を電磁的方式に

よりICカードに記録するため、使用料を納入す

ることをいう。）を行わなければならない。IC

カードの交付を受けた者が利用可能金額の積増

しを行うときも、また同様とする。 

３ 略 

４ ICカードによる利用者は、電磁的方式によりI

Cカードに記録されている利用可能金額（ICカー

ドを使用した場合にあつては、その残額）を超

えない範囲において、体育館の個人利用及び駐

車場の利用を行うことができる。 

５ ICカードによる利用者からは、第２項の入金

に係る金額を体育館の個人利用及び駐車場の利

用に係る使用料として、当該入金の際に徴収す

る。 

６ 略 

第８条 略 

第９条 市長は、次の各号のいずれかに該当する

場合は、別表第１に定める使用料を減免するこ

とができる。 

(1) 略

(2) 略
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現行 改正案 

第10条～第21条 略 

別表 

１ 個人使用料 略 

２ 専用使用料 略 

２ 市長は、特に必要と認めるときは、別表第２

に定める使用料を減免することができる。 

第10条～第21条 略 

別表第１ 

１ 個人使用料 略 

２ 専用使用料 略 

別表第２ 

駐車場使用料 

区分 単位 金額 

普通自動車 １台１回（１

日以内） 

（1）利用時間

が１時間を

超え、２時

間以内の場

合 200円 

（2）利用時間

が2時間を超

える場合 3

00円 

中型自動車等 1,000円 

大型自動車 2,000円 

備考 

１ この表の規定にかかわらず、体育館を利用し

た者以外のものが駐車場を利用した場合の普通

自動車の使用料の額は、利用時間１時間までご

とに500円とする。 

２ 「普通自動車」とは道路交通法（昭和35年法

律第105号）第３条に規定する普通自動車を、

「中型自動車等」とは同条に規定する中型自動

車及び準中型自動車を、「大型自動車」とは同

条に規定する大型自動車をいう。 

附則 

この条例は、規則で定める日から施行する。 
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（２）議案第 89 号

福岡市立地区体育施設条例の一部を改正する条例案

議案番号 第 89 号 

名 称 福岡市立地区体育施設条例の一部を改正する条例案 

理  由 
 地区体育施設の体育館の利用者の利便の向上を図るため、IC カードに 

よる利用の対象に駐車場を追加する必要があるため。 

内 容 IC カードの利用の対象に、駐車場を追加するもの。 

施行期日 令和７年４月１日 
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福岡市立地区体育施設条例の一部を改正する条例案新旧対照表    

福岡市立地区体育施設条例（昭和 55 年福岡市条例第 68 号）  ※下線部分が改正部分

現行 改正案 

第１条～第15条 略 

第６条 次の各号に掲げる者からは、当該各号

に定める使用料を徴収する。 

(1) 体育館(駐車場を除く。)の許可利用者(第1

5条の２第１項に規定するプリペイドカードに

よる許可利用者を除く。) 別表第２に定める

額 

(2) 駐車場(規則で定めるものに限る。)を利用

する者 １台１回１時間までごとに、500円を

超えない範囲内において規則で定める額

２ 略 

第15条の２ 略 

２ ICカードの交付を受けようとする者は、1,0

00円を単位とする入金(地区体育施設の個人利

用に係る利用可能金額を電磁的方式によりIC

カードに記録するため、使用料を納入するこ

とをいう。)を行わなければならない。ICカー

ドの交付を受けた者が利用可能金額の積増し

を行うときも、また同様とする。

３ 略 

４ ICカードによる許可利用者は、電磁的方式

によりICカードに記録されている利用可能金

額(ICカードを使用した場合にあつては、その

残額)を超えない範囲において、地区体育施設

の個人利用を行うことができる。 

５ ICカードによる許可利用者からは、第２項

の入金に係る金額を前項の個人利用に係る使

用料として、当該入金の際に徴収する。 

６ 略 

７ 略 

８ 駐車場については、前各項の規定は、適用

しない。 

以下略 

第１条～第15条 略 

第６条 次の各号に掲げる利用者（第15条の２

第１項に規定するプリペイドカードによる許

可利用者を除く。）からは、当該各号に定め

る使用料を徴収する。 

(1) 体育館(駐車場を除く。)の許可利用者 別

表第２に定める額

(2) 駐車場(規則で定めるものに限る。以下同

じ。)の利用者 １台１回１時間までごとに、

500円を超えない範囲内において規則で定める

額

２ 略 

第15条の２ 略 

２ ICカードの交付を受けようとする者は、1,0

00円を単位とする入金(地区体育施設の個人利

用及び駐車場の利用に係る利用可能金額を電

磁的方式によりICカードに記録するため、使

用料を納入することをいう。)を行わなければ

ならない。ICカードの交付を受けた者が利用

可能金額の積増しを行うときも、また同様と

する。 

３ 略 

４ ICカードによる許可利用者は、電磁的方式

によりICカードに記録されている利用可能金

額(ICカードを使用した場合にあつては、その

残額)を超えない範囲において、地区体育施設

の個人利用及び駐車場の利用を行うことがで

きる。 

５ ICカードによる許可利用者からは、第２項

の入金に係る金額を地区体育施設の個人利用

及び駐車場の利用に係る使用料として、当該

入金の際に徴収する。 

６ 略 

７ 略 

（削除） 

 附則 

この条例は、令和７年４月１日から施行する。 

以下略 
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３．組織編成案
下線：変更部分

令和６年度　（R6.4.1現在） 令和７年度　（R7.4.1現在）

市 民 局 207 市 民 局 216 　(＋9)

 理　事 2  理　事 2

総 務 部 35 総 務 部 35

総 務 課  7 総 務 課  7 

課　長 (政 策 調 整) 3

課　長　(区　庁　舎) 4 課　長　(区　庁　舎) 4

17

区　政　推　進　課 3 区　政　推　進　課 3

コミュニティ推進部 38

戸　籍　住　民　課 17 戸　籍　住　民　課

コミュニティ推進課 6 コミュニティ推進課 6

コミュニティ推進部 38

市民公益活動推進課  7 市民公益活動推進課  7 

公 民 館 支 援 課 8 公 民 館 支 援 課 8

コミュニティ施設整備課 8

生　涯　学　習　課 8 生　涯　学　習　課 8

生  活  安  全  部 24

【教育委員会生涯学習課長を兼務】 【教育委員会生涯学習課長を兼務】

【教育委員会市民センター館長⑦を兼務】 【教育委員会市民センター館長⑦を兼務】

コミュニティ施設整備課 8

　(＋3)

防 犯 ・ 交 通 安 全 課 11 防 犯 ・ 交 通 安 全 課 9 　(▲2)

生  活  安  全  部 21

消 費 生 活 セ ン タ ー 9 消 費 生 活 セ ン タ ー 9

課　長 (政 策 調 整) 3

課　長 (事 業 調 整) 5 　(＋5)
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令和６年度　（R6.4.1現在） 令和７年度　（R7.4.1現在）

防 災 ・ 危 機 管 理 部 29 防 災 ・ 危 機 管 理 部 36 　(＋7)

防 災 企 画 課 11 防 災 企 画 課 11

11 　(＋2)

課長（危機管理）

　(＋3)

1 1

1

地 域 防 災 課 8

防 災 推 進 課 9 防 災 推 進 課

　(▲1)ス ポ ー ツ 推 進 部 32 ス ポ ー ツ 推 進 部 31

ス ポ ー ツ 推 進 課 10 ス ポ ー ツ 推 進 課 9 　(▲1)

8

ス ポ ー ツ 施 設 課 13 ス ポ ー ツ 施 設 課 13

男 女 共 同 参 画 部 18

ス ポ ー ツ 事 業 課 8 ス ポ ー ツ 事 業 課

　(＋1)

男 女 共 同 参 画 課 6 男 女 共 同 参 画 課 7 　(＋1)

男 女 共 同 参 画 部 17

7

女 性 活 躍 推 進 課 3 女 性 活 躍 推 進 課 3

人 権 部 31

事 業 推 進 課 7 事 業 推 進 課

　(▲1)

人 権 推 進 課 7 人 権 推 進 課 7

人 権 部 32

地 域 施 策 課 16 地 域 施 策 課 16

課長（訓練企画）

人 権 啓 発 セ ン タ ー 8 人 権 啓 発 セ ン タ ー 7 　(▲1)

課長（危機管理）

地 域 防 災 課 10 　(＋2)

課　長 ( 計　画 ) 3
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＜参考＞

令和７年度　区役所の組織

    ≪組織編成外≫
区選挙管理委員会事務局長 次長
【総務部長をあてる】 【総務課長をあてる】

課長※集約業務

【総務企画局行政マネジメント課長が兼務】

【東区は支援調整課長を兼務】

【総務企画局行政マネジメント課長が兼務】

【支援調整課長を兼務】

【中央・早良区は支援調整課長を兼務】

保護第２課（東・博多・南区のみ）

保護第３課 (博多区のみ） 

支援調整課

【東区は保護第２課長、博多区は保護第３課長、中央・早良区
は保護課長、南・城南・西区は福祉・介護保険課長が兼務】

課長※集約業務

健康課

地域保健福祉課

保護（第１）課（東・博多・南区のみ保護第１課）  

土木第２課（西区のみ）

生活環境課

保 健 福 祉 セ ン タ ー 福祉・介護保険課

子育て支援課

【南・城南・西区は支援調整課長を兼務】

維持管理課（博多・中央・西区を除く）

管理調整課（博多・中央・西区のみ）

土木第１課（西区のみ）

市民課

保険年金課

地 域 整 備 部 地域整備課（西区を除く）

入部出張所（早良区のみ）

西部出張所（西区のみ）

【教育委員会公民館長を兼務（中央・南区を除く）】
【中央・南区は地域支援課長が兼務】

市 民 部 納税課

【中央・城南・早良・西区は総務部長
が兼務】 課税課

企画振興課（早良区を除く）

企画課（早良区のみ）

地域支援課

【中央・南区は教育委員会公民館長を兼務】
【中央・南区は生涯学習推進課長を兼務】

生涯学習推進課

  R7.4.1現在

区　 長 総 務 部 総務課【西区は防災・安全安心室長を兼務】

【中央・城南・早良・西区は市民部長
を兼務】 防災・安全安心室（西区のみ）【総務課長が兼務】
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